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事 業 名 

 

相談支援、権利擁護、サービス事業所における役割分担と連携のモデル

研究 

 

事 業 目 的 

 

障害者本人が地域生活を行うためには、相談、権利擁護、サービス管理

責任者の役割は必要不可欠である。自立支援法が充分に生かされるた

めには自立支援協議会が円滑に開催される必要があり、そのためには相

談支援事業者、権利擁護事業者、サービス管理責任者の 3 者がそれぞれ

の役割分担と協同すべき点が明確になることが必要である。そのために

ケース検討と事例を分析調査することにより本人主体の支援システムを

構築し、相談支援、権利擁護、サービス管理責任者の 3 者が共有できるツ

ールを開発することを目的とする。 

 

 

事 業 概 要 

実際の数多くのケースより、相談支援と権利擁護とサービス管理責任者

の役割分担と協同する分野を検討した。また、先進事例の調査分析から、

何を共有することが本人にとって望まれる支援が行えるのか、支援システ

ムの構築を思案し、共有したいツールの開発をした。自立支援協議会の

必要性を啓発しつつ、本人主体の支援システムにのっとった支援者の勉

強会を行った。権利擁護の立場、相談支援の立場、サービス事業者の立

場で、お互いにどのような役割分担をすれば、障害者の地域生活を支え

るための支援者としてあるべき姿になるか検証した。 

 

事業実施結果 

及び効果 

ケースの検討より、福祉の支援者が陥りやすい点が明確にされた。 

先進地の調査より、それぞれの立場の事業体が本来どのような役割を

担うべきかが、明らかになった。共有ツールを使用し自立支援協議会

を開催すると、本人主体の支援の足りない点が明らかになることが 

明確になった。そのためにも、本人主体の支援者の養成が地域の中で

必要不可欠であることが、明らかになった。この調査結果で明らかに

なった、支援システムと共有ツールを各地域での自立支援協議会で用

いることにより、支援は本人主体であるべき本来の姿が明確になるで

あろう。 

事 業 主 体 
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